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１ 本論文の目的 
 今世紀にはいり、世界経済のなかで新興国経済が急速に台頭する一方、先進諸国経済は
債務・金融危機の影響で停滞からの脱出が遅れている。こうしたなかで、先進国と新興国
の利害対立が深まり、多国間交渉による貿易・投資の自由化は大きな壁に直面している。 
このため、多国間交渉による貿易・投資の自由化ではなく、GATT第 24条（GATS第 5条）
及び途上国に対する授権条項に基づき、二国間又は複数国間の自由貿易協定や経済連携協
定を締結して、地域の経済統合を進める動きが急速に進展してきた。 
アジア・太平洋地域でも、2015 年冬には TPP（環太平洋パートナーシップ協定）の大筋
合意が達成され、同年末に、ASEAN経済共同体が正式に発足するなど、地域における経済統
合に向けた動きが加速している。 
経済統合のパイオニアである EU（欧州連合）は、南欧の債務危機によって、通貨統合の
維持可能性を問われる深刻な事態のなかで、北アフリカ・中東などの紛争解決に難渋し、
域外から難民が流入し、域内の人の移動の自由を一部制限する事態に発展している。 
こうしたなかで、東アジアにおける経済統合では、貿易・直接投資の自由化が中心課題
となり、大きな域内の経済格差と巨大な不熟練労働力のプールが存在するなか、人の移動
を円滑化する措置は、限定的にしか取り扱われてこなかった。 
国際経済学の基礎理論でも、貿易は、直接投資や労働力移動などの要素移動を代替する
ものと考えられてきた。しかし現実には、先進国と新興国の間では、モノやサービスの貿
易自由化の進展と歩調を合わせ、国際的な人の移動が急速かつ多様な増大をみせている。 
このため、国際経済学的な研究においては、国際的な人の移動が、貿易又は投資の拡大
をもたらす（migration-trade link又は migration-investment link）という考え方が 1990
年代後半以降、急速に注目を集めるようになってきた。 
以上のような情勢を背景として、本論文は、基本的には、東アジアにおける国際的な人
の移動が経済統合に与える役割を、新たな理論的フレームを導入して多角的に分析すると
ともに、地域の経済統合が世代を超えて持続可能なものとなるための条件を考察し、労働
市場政策や社会統合政策の在り方、そして企業の人材マネジメントの改革についての分
析・検討を行い、政策提言を行うことを目的としている。 
 
 
 
２ 本論文の基本的な問題意識 
本論文の基本的な問題意識を整理すると、第１に、東アジアの経済統合の進行や域内工
程間分業の深化といった国際経済の変化が、日本（及び各国）の地域労働市場に与える影
響について明らかにすることである。このため、国際経済学のアプローチと労働経済学の
アプローチが連関した理論的フレームワークの構築を試みる必要がある。 
 第２に、東アジアの新興国経済の台頭に伴い、従来の途上国から先進国へという国際的
な人の移動だけでなく、先進国から途上国へという新たな移動が発生していることに着目
し、その複雑なメカニズムを理論的および実証的に解明する必要がある。 
第３に、国際的な人の移動には、労働目的の移動のみならず家族移民、帰還移民、留学
生などを多く含むことをふまえ、雇用、教育、医療などの総合的な社会統合政策を講じる
ことで地域社会活性化などの課題への政策対応を論じる必要がある。 
 
３ 本論文の構成 
したがって本論文は、次のように 4部 7章から構成されている。 
  序 章 
第Ⅰ部 東アジアにおける経済統合と国際的な人の移動 
第 1章 経済統合と地域労働市場需給ミスマッチ：理論的アプローチを中心に 
 
第Ⅱ部 新興国の台頭と東アジア域内における国際的な人の移動 
第 2章 日本から新興国への高度人材移動に関する経済学的研究 
第 3章 ASEAN経済統合下における日系企業の人材現地化及び人材移動に関する経済学
的考察 
 
第Ⅲ部 国内労働市場における外国人労働者の役割と社会統合政策の課題 
第 4章 地域労働市場の需給ミスマッチとアグロメレーションに関する経済学的考察 
第 5章 地域労働市場の需給ミスマッチと外国人労働者の動向-日系人、新日系人及び技 
    能実習生をめぐって- 
  第 6章 外国人子弟の世代効果の考察と社会統合政策の改革 
 
第Ⅳ部 制度・政策提言  
第 7章  東アジアの経済統合における国際的な人の移動の役割 
   参照文献  
 第１部では、経済統合が地域労働市場に与える影響に関し、基本的には新古典派的なフ
レームに基づいて分析を行っている。経済統合によって域内で工程間分業が進み、国内に
産業集積地と非産業集積地が生じることを理論モデルに明示的に組み込み、経済統合の進
展によってアジア域内で要素価格均等化が生じることが、各国の労働市場に及ぼす経済効
果について推論している。その際、労働移動と資本移動の関係や、国内労働者と外国人労
働者の補完性と代替性を考慮する必要がある。 
この理論的考察によれば、日本の非産業集積地の賃金は途上国の賃金に引き寄せられる
ために上昇せず、労働需給ミスマッチが生じることになる。また産業集積地では、高度人
材や資本が流入する結果、賃金は上昇する。このようにして、日本の非産業集積地から産
業集積地への国内労働移動が生じ、産業集積地と非産業集積地のいずれにおいても国外か
ら労働力が流入することになる。 
 第Ⅱ部では、新興国経済の世界経済における台頭と ASEAN 地域の経済統合の進展を背景
として、日本とアジア新興国の間の人材の流出と流入（第２章）と、海外に進出している
日系企業の人材現地化（第３章）に関して、従来の理論的フレームを拡張し、実証分析に
よる検証を行い、そこから、政策的な含意を引き出した。 
具体的には、第２章では、新興国経済の世界経済での影響力の拡大を背景に、日本にお
いても、外国人人材が純流入から純流出へと転換したこと、そして外国人人材の流出が外
国人留学生の学位取得後の資格変更による就労で補われてきたことが明らかになった。  
そこで、先進国経済が停滞し、新興国経済が成長を続ける状況下では、新興国での期待
報酬が先進国の期待報酬より高まるという理論仮説を提示した。そして、日本とアジア諸
国のマクロデータを用いて計量分析を行った。 
 第３章では、現地に進出した日系企業の操業期間の延長や日本人派遣者のコスト上昇が
人材現地化を促進し、現地への技術移転ニーズの増大が人材現地化を停滞させるとの仮説
を提示した。そして、日本人派遣者の現地従業員に対する比率の決定要因について、マク
ロデータを用いて計量分析を行った。 
次に、海外の大卒人材が、就職先で長期雇用又は短期雇用のいずれを選好するかについ
て、就労年数別希望賃金プロファイルの相違によって説明する仮説を提示した。そして、
ASEAN出身の大卒人材に対して独自に行った調査のマイクロデータを活用して、ロジステイ
ック回帰分析を行い、分析結果に基づき、日系企業の長年の懸案であった人材現地化促進
のための ASEANワイドなキャリアパスについて提案を行った。 
 第Ⅲ部では、国内労働市場の需給ミスマッチの多様な発生原因をテーマとし、労働需給
不均衡モデル（Layard and Nikkel Model）を基礎に、地域労働市場の需給ミスマッチとア
グロメレーション（第４章）、日系人労働者、新日系人、技能実習生の就労分野と移動性（第
５章）、在留する外国人の子弟（二世・三世など）の教育と人材開発及び社会統合政策の課
題（第６章）について論じた。 
 具体的には、第４章では、労働市場不均衡モデルから誘導された賃金関数を用い、賃金
に対して、失業率や欠員率のほか、資本の流入や外国人労働力の流入などが影響を与える
仮説を提示し、地域データを用いて検証を行った。 
 第５章では、世界経済危機からの回復過程で、日系ブラジル人の減少が続くなか、新日
系人（父母又は祖父母を日本人に持つフィリピン人とその配偶者）労働者や技能実習生が
増加する傾向を明らかにした。そして、日系人労働者と新日系人労働者が、製造業と非製
造業にすみ分けるなか、ローテーション方式で受け入れられた技能実習生と、労働移動の
自由な日系人労働者が補完的に寄与し得るとの仮説を立証した。 
 第６章では、日本の在留外国人のうち半分以上が永住者である状況下で、第一世代と第
二世代の外国人の経済的及び社会的地位の変化（世代効果）は、永住の意思、家族構成、
言語能力などにより影響を受けるとの仮説を提示した。そして、外国人集住都市のマイク
ロデータを使用して計量分析を行い、在留外国人の統合政策の改革について提言を行った。 
 第７章では本研究の成果を踏まえ、アジアの持続可能な発展に向けた、地域共有財産と
してのアジア人材の育成、域内の労働需給ミスマッチの緩和、そして出入国管理政策と社
会統合政策を両輪とする外国人政策について提言を行った。 
 
